
 

（別添２） 

製品安全４法の制度改正の概要 

 

 

製品安全４法（消費生活用製品安全法、ガス事業法、電気用品安全法、液化石油ガスの保安の確保

及び取引の適正化に関する法律）は、規制対象製品（ＰＳマーク対象製品）を指定し、当該製品の製

造又は輸入事業者に技術基準適合等の義務を課している。当該製品の製造又は輸入事業者は、届出

を行い、技術基準への適合義務等を履行した場合には、ＰＳマークを表示することができ、ＰＳマ

ークの表示された規制対象製品については、販売することが可能となる。 

製品安全４法の制度改正の概要は以下のとおり。 

 

① 特定輸入事業者の届出について 

令和７年１２月２５日に改正法が施行になる前の製品安全４法では、届出の対象事業者として、

国内の製造事業者又は輸入事業者に義務履行を求めている。海外製品の輸入にあたっては、これ

までは海外の製造者から日本国内の輸入事業者へ海外製品を輸入する流通形態であったため、製

品安全４法の義務者は国内の輸入事業者であった。しかしながら、近年、海外事業者から日本の消

費者にネットモールを通じて直接製品を販売する新たなビジネス形態が確認されており、このよ

うな流通形態の場合、これまでの義務者である輸入事業者が存在しないという課題があった。こ

のような課題に対応するため、輸入する行為に、外国事業者が外国から日本国内に他人をして持

ち込ませ、一般消費者に引き取らせる行為が含まれることとすることで、当該海外事業者を「特定

輸入事業者」と位置付け、新たに規定対象とした特定輸入事業者（海外事業者）に届出を求め、国

内管理人の選任等を義務付けることとした（図１）。 

このことにより、新たな届出事業者である特定輸入事業者についても製品安全４法の届出を行

えるよう届出情報を登録する改修を行う必要がある。特定輸入事業者が対象となる機能は、現行

の製造事業者又は輸入事業者に係る機能全てとなる。 

 

 

 

図１ 特定輸入事業者（海外事業者：右図紫色）のイメージ 

 

 

 



② 国内管理人の定期報告 

 法改正により新たに規制対象者となる特定輸入事業者に対し、国内管理人の選任を義務付けた

ところ、特定輸入事業者は海外にいることに鑑み、国内管理人に対し、特定輸入事業者との連絡体

制を定期的に把握し、実効性や迅速性を担保する観点から報告を求めることとした。 

そこで、国内管理人の定期報告に係る手続の追加を行う。当該手続の追加にあたっては、特定輸

入事業者が届出を行った日から 1 年経過するごとに報告を求めることとなるため、1 年に 1 回メ

ール事前通知機能の追加を行う。 

 

 

表 1-1 国内管理人の定期報告の届出項目案 

国内管理人の定期報告の項目（製品安全４法共通） 

No. 項目名 

1-1-1 届出年月日 

1-1-2 国内管理人名（氏名又は名称及び法人にあつてはその代表者の氏名） 

1-1-3 国内管理人の住所 

1-1-4 国内管理人の電話番号及びメールアドレス 

1-1-5 特定輸入事業者の氏名又は名称及び法人にあってはその代表者の氏名 

1-1-6 特定製品の区分 

1-1-7 
特定輸入事業者の電話番号及び電子メールアドレス並びに特定輸入事業者と国内管理人と

の間の連絡体制の整備に関する事項に係る変更の有無 

1-1-8 
特定輸入事業者の電話番号及び電子メールアドレス並びに特定輸入事業者と国内管理人との間

の連絡体制の整備に関する事項に係る変更の内容 

※ 消費生活用製品安全法の場合。他３法についても同旨。 

 

表 2-1 国内管理人の定期報告の届出画面における基礎情報タブの項目案 

提出区分 

No. 項目名 内容 備考 

2-1-1 対象法令 選択式  

2-1-2 提出日 カレンダー  

2-1-3 提出先 選択式  

国内管理人情報 

No. 項目名 内容 備考 

2-1-4 法人/個人の別 チェックボックス（法人、個人）  

2-1-5 法人番号 テキスト入力又は検索して入力 法人番号を検索した場合は自

動反映 

2-1-6 法人/個人名称 テキスト入力又は自動反映  

2-1-7 代表者の役職 テキスト入力  

2-1-8 代表者氏名 テキスト入力  



2-1-9 代表者氏名フリガナ テキスト入力  

2-1-10 郵便番号 テキスト入力又は検索して入力 郵便番号を検索した場合は自

動反映 

2-1-11 都道府県 テキスト入力又は自動反映 郵便番号を検索した場合は自

動反映 

2-1-12 市区町村以降住所 テキスト入力又は自動反映 郵便番号を検索した場合は自

動反映 

2-1-13 提出者氏名 テキスト入力 代表者と同じ場合は転記 

2-1-14 提出者氏名フリガナ テキスト入力 任意 

2-1-15 提出者電話番号 テキスト入力  

2-1-16 提出者メールアドレス テキスト入力  

 

表 2-2 国内管理人の定期報告の届出画面における特定輸入事業者情報タブの項目案 

区分等の情報 

No. 項目名 内容 備考 

2-2-1 区分等 選択式  

2-2-2 事業開始の年月日 カレンダー  

特定輸入事業者情報 

No. 項目名 内容 備考 

2-2-3 法人/個人の別 チェックボックス（法人、個人）  

2-2-4 法人番号 テキスト入力又は検索して入力 法人番号を検索した場合は自

動反映 

2-2-5 法人/個人名称 テキスト入力又は自動反映  

2-2-6 代表者の役職 テキスト入力  

2-2-7 代表者氏名 テキスト入力  

2-2-8 代表者氏名フリガナ テキスト入力  

2-2-9 郵便番号 テキスト入力又は検索して入力  

2-2-10 国名 テキスト入力又は選択式  

2-2-11 住所 テキスト入力又は自動反映  

2-2-12 提出者氏名 テキスト入力 代表者と同じ場合は転記 

2-2-13 提出者氏名フリガナ テキスト入力 任意 

2-2-14 提出者電話番号 テキスト入力  

2-2-15 提出者メールアドレス テキスト入力  

体制整備情報 

No. 項目名 内容 備考 

2-2-16 連絡体制 テキスト入力  

 


